
２００８年３月度の相談状況について 

「爆発する企業倒産－求められる労働者救済」 

 

１．労働相談の概況 

 

 

（１）相談者数・相談項目数について 

３月の相談者数は１０１人、相談項目数は１５４件、相談者１人あたりの平均

相談項目は１．５２件でした。 

前年同月との比較では、項目数はほぼ同じ（前年同月１５５件）でしたが、相

談者数では４０％増（同７２人）となっています。 

 

資料-1「2008年3月 労働相談（男女雇用形態別・相談内容別）」 

 

 

（２） 男女別、雇用形態別相談者数について 

相談者の男女別では、男性６４人（構成比63.4％）、女性３７人（同36.6％）

で、男性からの相談が非常に多い結果となりました（同前年平均46.6％）。 

雇用形態別では、社員３９人（構成比38.6％）、社員外が５３人（同52.5％）、

不明・その他９人（同8.9％）で、前年平均値と大きな差はありませんでした。 

 

 

当 月 

社員 ３８．６％ 社員外 ５２．５％ 不明・その他８．９％ 

   男 

30.7 

   女 

7.9 

   男 

26.8 

   女 

25.8 

   男 

5.9 

   女 

3.0 

 

前年平均 

社員 ４０．４％ 社員外 ５３．１％ 不明・その他６．５％ 

   男 

28.8 

   女 

11.6 

   男 

  14.1 

   女 

  38.9 

   男 

3.5 

   女 

2.9 

 

雇用形態・男女別の比率を比較した場合、社員・社員外共に前年平均を下回っ

ていながら、男性の比率は前年平均より高く、特に社員外（非正規・有期契約）

の男性の比率は26．8％と際立っています。 

社員外男性のうち、雇用形態としては、契約（構成比10.9％）、臨時（同9.9％）、

派遣（同4.0％）で、いずれも前年平均を大きく上回っています。 
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資料-2「07年１～12月 相談者数（雇用形態別・男女別、業種別）、処理内容」 

 

 

（３）業種別相談数 

今月は、「建設・設計・重機」が男性１７・女性３計２０人と、際立って高い

数となりました。これは、木の城たいせつの倒産が反映したものです。 



第２位は「その他サービス」１２人、「卸し・小売・飲食店」と「ビル管理」

が９人で同数、次に「製造」８人となっており、いずれも男性の増加が順位に反

映しています。 

１月からの３ヶ月合計で、「建設・設計・重機」は既に前年総数の約半数に達

しており、「製造」も前年総数に近づいています。 
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（４）相談項目（内容）について 

相談内容を、主相談項目別相談者数で見た場合、多い順に「解雇・雇い止め・

退職」（２３人・構成比22.8％）、「月例賃金未払い・遅配」（１０人・同9.9％）、

「就業規則・雇用契約」（１０人・同9.9％）、「差別・嫌がらせ・セクハラ」（7

人・同6.9％）です。 

相談項目別では、「解雇・雇い止め・退職」（２９件・構成比18％）、「就業規則・

雇用契約」（１８件・同11％）、「合理化・倒産・企業閉鎖」（１５件・同９％）が

上位３項目、続いて「月例賃金未払い・遅配」と「経営問題・労務管理」が同数

で１１件・構成比７％となっています。 

相談内容を男女雇用形態別に見た場合、人数、項目数共に「解雇・雇い止め・

退職」が群を抜いて多く（２９件・２３名）、人数では「月例賃金未払い・遅配」、

「就業規則・雇用契約」と続き、件数では「就業規則・雇用契約」、「合理化・倒

産・企業閉鎖」と続いています。 

これら相談が多い項目のうち、男性が多いのは「解雇・雇い止め・退職」（２

３人中１７人）、「就業規則・雇用契約」（１０人中7人）、「合理化・倒産・企業

閉鎖」（２人中２人）、「月例賃金未払い・遅配」（１０人中６人）です。 

逆に女性が多いのは、「差別・嫌がらせ・セクハラ」（７人中５人）、「経営問題・

労務管理」（５人中３人）です。 

業種別の上位５業種である「建設・設計・重機」「その他サービス」「卸し・小

売・飲食店」「ビル管理」「製造」の相談内容を見ると、今月相談が集中した「建

設・設計・重機」では「合理化・倒産・企業閉鎖」「解雇・雇い止め・退職」「月

例賃金未払い・遅配」「雇用・労災保険」の項目に集中しています。 

その他の業種では項目が分散しているものの、いずれの業種でも「解雇・雇い

止め・退職」が多い結果となっています。 
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（５）違法状況について 

   今月１５４件の相談のうち、違法件数は６４件で違法率41％でした。 



相談項目が多い業種での違法率第１位は「月例賃金未払い・遅配」で81.8％と

非常に高く、次に「就業規則・雇用契約（55.6％）」、「経営問題・労務管理（45.5％）」

となっています。 
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２．３月の雇用情勢 

 

今月の特徴は「建設・設計・重機」業で働いている労働者から相談が集中したこ

と（２０人・19.8％）、そのうち１７人は男性であり、そのため相談者に占める男

性の比率が非常に高くなったことです。また、相談内容では「合理化・企業倒産」

や、それに伴う「解雇・退職」、そして離職に伴う「雇用保険」の項目に分類され

る相談が多かったことも特徴です。 

長期的景気低迷状態から脱却できず、相変わらず企業倒産が減らない北海道の状

況が、相談センターの相談内容にも顕著に反映していると言えます。 

また、３月は有期雇用契約者の契約更新が多い時期ですが、「解雇・雇い止め」

の相談と社員外男性からの相談数が増加していることは、有期契約とその更新が、

労働者にとって大きな問題であることを表わしていると言えましょう。 

  「月例賃金未払い・遅配」の違法率が８割を超えていますが、月例賃金の未払い・

遅配は企業倒産の前兆と言えますので、労働者のより早い対処が必要です。 

  また、４月１日施行となったいわゆる改正「パート労働法」の影響で、労働条件

変更に関する相談が数件あったことは気になります。 

  企業側のコンプライアンスを促進するための社会全体の取り組みが必要であり、

また一方、労働者の側にも、我が身を守るための一定の法知識と事態に即した早い

対処が求められます。 
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